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重要な不備記載を定義した。継続企業の前提の追記は平成 21 年 3 月期決算より制度改正が行われ、
企業継続性に疑義が生じた場合、経営計画書を提示することなく経営者は継続企業の前提の追記を
開示する形式となった。また、内部統制上の開示すべき重要な不備記載に関しては平成 20 年 4 月か
ら開始する事業年度から金融商品取引法の改正によって導入された内部統制報告制度に盛り込まれ







































































論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
 本研究の目的は、標準監査報酬表の撤廃後（規制緩和あるいは市場原理導入後）の監査報酬がど
のように決定されるのかについて，リスクファクターに注目してその決定枠組みを実証的に解明しようと
することにある。 
 わが国における監査報酬は，標準監査報酬表にしたがって，主として監査依頼会社の規模ファクタ
ーにより決定されていた。被監査会社の規模が大きくなれば，監査手続の適用範囲が広くなり，その
分監査コストが増大することから，規模に基づくコストによる報酬（監査の価格）決定方式は当然のこと
とされていた。しかし，政府の規制緩和政策の結果として，監査市場にも競争原理が導入されるべき
であるとされ，標準監査報酬表は撤廃された。以来，監査報酬は監査市場において決定されることと
なり，競争原理が働くこととなった。監査報酬の決定枠組みについては，1980年代にSimunicがその論
文で公にしたモデルが有名であるが，北米と日本との監査市場を取り巻く環境の違いは大きく，
Simunicのモデルを単純に日本に適用できないことは，同氏も指摘している。 
 本論文において同氏は，監査のリスクファクターとしていわゆる継続企業注記と内部統制報告監査
におけるMaterial Weaknessの2点に注目し，これらリスクファクターの有無が監査報酬決定にどのよう
に影響しているのか，いないのかについて実証的に解明しようと試みた。 
結論として，リスクファクターが初めて認識された直後の監査報酬は上昇する傾向が認められる一
方，数年間にわたるリスクファクターが監査報告書において指摘された後，それらが消滅した後の監
査報酬はその前後に有意な変化は認められなかったとされている。このことから，市場原理導入後の
監査報酬決定において，リスクファクターがいったん認識されると供給側が弱含み（監査の引き受け手
が少なくなる）となり，監査報酬が高くなることが実証的に示された。 
規制緩和後の監査報酬に市場原理が働いていることを実証的に解明した点で本研究は評価できる。
よって、本論文は博士（経営学）論文として合格と判定する。 
